



経済研究所 / Institute of Developing

























































































[2006] によれば，この造語が最初に登場したのは 1984 年 10 月 20 日に発
表された「経済体制改革に関する中共中央の決定」のなかで，「経済をよ
り活性化するためには，宏観調控をより重視しなければならない」とある。













































































ことから，後に明らかにするように，2008 年 11 月 5 日の国務院常務会議
で決定した 4 兆元の景気刺激策は中央政治局常務委員会会議で最終的に確










中央財経領導小組の役割は，唐 [1997: 48-51] によれば，党内の行政担当



























（注）李栄融は 2010 年 8 月 24 日に退任し，後任は王勇になった。
（出所）筆者作成。
肩書き　   氏名 党内ポスト 政府内ポスト
組長 温家宝 中央政治局常務委員会委員 国務院総理



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































定の役割を果たしている点にある。趙 [1998: 76] は党の政策決定において，
一般的に中央委員会が開かれる前に開催される「中央工作会議」がより重
要な役割を担うと指摘している。
中央経済工作会議は 1993 年 12 月，当時の経済過熱に対処するため，国
務院がマクロコントロールや経済の軟着陸をめぐる政策を議論する会議を
主催したことから始まった。翌 1994 年からは中共中央と国務院との共催
の形になり，2009 年までに計 19 回行われている。




これによれば，1997 年に起きたアジア金融危機を機に，中国は 1998 ～








受け，マクロ経済政策の方向性は 7 月から修正され，9 月には完全に転換
したのである。また 2009 年に入ると中国が景気回復を達成したことを受


















たとえば，2009 年 5 ～ 10 月の中央政治局常務委員会委員による地方視
察は，5 月 6 カ所，6 月 13 カ所，7 月 7 カ所，8 月 6 カ所，9 月 6 カ所，
10 月 4 カ所，11 月 2 カ所にのぼった
(6)
。6 月には，胡錦濤の 1 カ所（黒竜
江省）をはじめ，温家宝は 4 カ所（陝西省，湖南省，河北省，山東省），
習近平は 2 カ所（甘粛省，新疆ウイグル自治区），李克強 2 カ所（河北省，
河南省），賈慶林 1 カ所（遼寧省），李長春 1 カ所（浙江省），周永康 1 カ


































































また，2000 年 11 月 28 日に中央経済工作会議が開催される直前の中央
政治局会議における政策決定の様子も李鵬によって明らかにされている。
李鵬は 2000 年 11 月 24 日の日記に「午前，中央は来年度（2001 年―筆者
注）の経済工作の方向と社会保障システム問題に関する会議を開いた。主
に地方の中央政治局委員の発言であるが，常務委員もときどき発言を入れ



























































経済政策の方向性の大きな転換点となったのは，2008 年 7 月 25 日の中
央政治局会議である。この会議で，マクロ経済政策の目標が「一保一控」（経
済の平穏で比較的速い発展の維持とインフレの抑制）へと転換された（『人
民日報海外版』2008 年 7 月 26 日）
(11)
。これを受けて，財政部と国家税務




行は 8 月 4 日，中小企業への貸出増のため，2008 年度の与信規模の拡大
に同意し，そのうち全国性商業銀行と地方性商業銀行の与信規模をそれぞ






となってきた。図 3 に示すように，2008 年 8 月の輸出伸び率は前月の




に低下した。それを反映する形で，GDP 伸び率は 1-3 月期 10.6％から 4-6
月期 10.1％に，さらに 7-9 月期は 9％へと下降していた。
8 月の経済指標の発表を受けて，9 月 15 日の午後，中国人民銀行は同月


























すことを決めた。この会議の内容から推測すると，11 月 5 日に決定され
た 4 兆元規模の拡張的景気刺激策は，おそらくこの段階において提起され
たと思われる。
11 月 5 日の会議では，内需拡大による経済成長を促進する 10 大景気刺
激項目と2010年までに実施される4兆元の景気刺激策が打ち出された（『人





投資計画の要望と各中央省庁の要望を取りまとめ，11 月 5 日の国務院常
務会議で決定された。
11 月 19 日の会議では，内需を拡大し，全国において家電を農村に普及
させる，また中小企業に対する各地方レベルの財政支援を増加し，軽工業，
紡績工業を健全に発展させるための 6 つの政策措置が決定された。




温家宝が 11 月 14 ～ 15 日に広東省の中小企業を，また同月 21 ～ 23 日
に浙江省の民営企業を視察し，上海市では大型企業を視察して，座談会に
出席した。李克強は同月 20 ～ 22 日に福建省の農家を，回良玉は同月 21











日報海外版』2008 年 11 月 11 日）。これは景気刺激策を速やかに実施する
よう指示したものとみられる。
他方，11 月 5 日の国務院常務会議で決定された景気刺激策を受けて，各
中央省庁は一斉に景気対策に動き出した。国家発展改革委員会は同月 10
日に緊急会議を開催し，中央政府投資の増加分 1000 億元の投資項目を決




大など 5 項目の施策を決定した（『人民日報』2008 年 11 月 11 日）。また，
輸出税還付率引き上げの実施も決めた（『人民日報』2008 年 11 月 18 日）。
中国人民銀行は同月 10 日に行長辦公会議を開催し，流動性の十分な確保，
銀行貸出増による経済成長の支援強化，窓口指導と政策誘導の強化など，
適度に緩和した金融政策の中身を検討した（『人民日報』2008 年 11 月 11 日）。
?4????????????







すると強調した（『人民日報』2008 年 11 月 26 日）。
?5????????
























財政部 減税 5000 億元減税，7000 億元インフラ建設の中央財
政支出
人民銀行 予見性 M2 17% 増，中小企業融資担保機構の設立
人力資源和社会
保障部
就業確保 「95146」目標の達成（就業増 900 万人，再就職
者 500 万人で，うち生活貧困者就業者 100 万人，
都市登録失業率 4.6％）
住房和城郷建設部 低所得住宅住民 260 万戸低所得都市住民の住宅問題の解決





交通運輸部 大建設大発展 今後 2 年間年間 1 兆元投資規模，新農村 30 万キ
ロ道路建設
鉄道部 ボトルネック 6000 億元投資の実施










（『人民日報』2008 年 11 月 29 日）。
?6?????????
12 月 8 ～ 10 日に開かれ，2009 年度のマクロ経済政策の方向性（総基調）






























































































(5)　これは 2008 年 3 月 29 日公布した「国務院 2008 年活動要点」（人民網 http://
politics.people.com.cn/GB/1024/7071771.html，2009 年 12 月 6 日アクセス）から，
国務院 57 の事務分担のうち，実際各部門がどのような事務を所管するのかがあ
る程度読み取れる。
(6)　2009 年 5 ～ 10 月の『人民日報海外版』の記事から集計した。
(7)　5 年連続で起草作業に参加している中国社会科学院経済研究所長の劉樹成教授
による（解読『政府工作報告』宣講家網站報告　2008 年 6 月 2 日）。
(8)　劉樹成による 2009 年 3 月 6 日の中国政法大学における「金融危機下中国特色
的再崛起」と題する講演。
(9)　本節の一部内容は田中 [2009] を参考にした。
(10)　2008 年 6 月上旬の時点では，中国人民銀行，国家発展改革委員会，国家統計
局などは中国経済が安定的に推移していると判断していた（『人民日報』2008 年




(12)　 国 家 税 務 総 局 http://www.chinatax.gov.cn/n480462/n480483/n480565/8045805.
html.
(13)　この時期，原材料の価格などのコスト増に加えて，輸出低迷により，沿海地
域の企業が相次いで倒産していた。8 月 3 日の中小企業経済論壇における国家発
展改革委員会中小企業司の官員の発言によれば，2008 年の上半期に，浙江，江蘇，
広東 3省の全国規模以上中小企業のうち約 6万 7000社が倒産に追い込まれた（『広
州日報』2008 年 8 月 4 日）。
(14)　この金利引き下げの決定プロセスは，金融政策委員会の民間委員を務めてい
た李楊によるテレビ対談（中央テレビ「経済半小時」2008 年 9 月 18 日）にもと
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